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Ⅰ 子どもの権利救済委員から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子どもの意見の尊重とさがみみ相談員 

相模原市子どもの権利救済委員 中安 恆太  

 

精神科医である松本俊彦（編著）『「助けて」が言えないこども編』の一文に「（子どもは）

安心して SOS を出せるほど社会が安全ではないことを知っている」とある。児童相談所が対

応した児童虐待相談対応件数は少子化の中でも増加し続けている。そして、内閣府が 10 歳

～14 歳を対象にした調査では、約 4 分の１の子どもが学校を居場所と感じていないことが

明らかになっている。子どもが大半の時間を過ごす家庭や学校で、子どもが安心・安全に話

を聴いてもらう環境が十分に確保できているとは言い難いのが現実である。 

2023 年 4 月に「こども基本法」が施行され、子どもの意見の尊重や、自己に直接関係す

る全ての事項に関して意見を表明する機会の確保等が法の理念として位置づけられ、今後

は整備が進んでいくことが予測される。しかし、大切なことは子どもが発した意見を大人側が

どのように受け取るかである。なぜなら、子どもの口から発せられた意見が必ずしも子どもの

「本音」とは限らないからだ。 

大学の授業で「本音を語れる大人の条件」というワークを行うと、学生から毎回出てくる解

答が「秘密を守ってくれる人」、「話を最後まで聞いてくれる人」、「自分の気持ちを理解してく

れる人」が出る。さがみみの相談員も同様のことが電話の向こう側にいる子どもから求められ

ているだろう。表情が見えない中で、全ての子どもが「意見が尊重された」、「本音が話せた」

と感じてもらえたかは分からない。1 度の電話で全てが解決できるわけではないので、相談員

が「本当にこの対応で良かったのだろうか」と葛藤を抱えている姿もある。しかし「子どもの気

持ちを理解しよう」「子どもの力を信じよう」という姿勢で対応している相談員の姿もある。こ

のような姿勢が電話口を通して「あなたの意見を尊重しているよ」という目に見えないメッセ

ージとして伝わっているとも感じる。この目に見えないメッセージを大切にしているのも、さがみ

みの特徴であり誇りでもある。 
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Ⅱ 子どもの権利相談室について 

１ 子どもの権利相談室の概要 

「さがみはら子どもの権利相談室」は、相模原市子どもの権利条例（平成２７年３月２３日制

定）第 17 条に規定する、子どもの権利の侵害に関する相談・救済の窓口として、平成２７年１１

月２日に開設しました。 

相談室には、子どもの権利救済委員と子どもの権利相談員を配置し、子どもや保護者等から

の相談に応じています。 

平成３０年度から、子どもの権利相談室の愛称を「さがみみ」とし、より親しみやすい相談室を

目指しています。 

 

  

「相模原市子どもの権利条例」に基づき、子どもの権利の侵害に関する相談や、本来一人の

人間として尊重されるべきものとしての各種の要求・要望に応じる相談窓口を設置するもので

す。 

相談窓口には、子どもの権利救済委員及び子どもの権利相談員を配置し、子ども自身や保

護者等からの子どもへの権利侵害に関する相談に対し、傾聴や子ども自身の解決を支援する

とともに、深刻な権利侵害が認められる場合には、解決に向けて調査・調整、是正の要請等を

行います。 

 

 

相模原市立青少年学習センター内（相模原市中央区矢部新町 3-15） 

 

 

月～金曜日 午後 1 時から午後 8 時まで 

土曜日     午前 10 時から午後 5 時まで 

※祝・休日、年末年始及び青少年学習センターの休所日を除きます。 

 

 

        ・１８歳未満で、市内在住、在勤、在学する人 

        ・１８歳を超えても、市内の子どもに関わる施設に通学、通所、入所している人 

※本人以外でも、対象の子どもへの権利の侵害に関する事項は相談できます。 

 

 

      電話（子ども専用はフリーダイヤル、大人は一般用電話）、面談 

 

 

目 的 

設置場所 

開設日時 

対 象 

相談方法 
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・傾聴、アドバイス、他制度紹介などを行います。 

・権利侵害の解決のために必要な場合は、子どもの権利救済委員が調査、調整、改善要請

等を行います。 

 

 

相模原市子どもの権利救済委員 ３名（大学准教授、弁護士） 

【職務内容】 

○子どもの権利に関する相談・救済の申出への対応 

○相談事案に係る調査 

○子どもの権利回復のための関係機関との調整 

○権利侵害事案の相手方への改善要請、勧告 

【勤務形態】  

各救済委員が月３回勤務 

 

相模原市子どもの権利相談員  ４名 

【職務内容】 

○子どもの権利に関する相談、救済申立の受付 

○電話相談・来所相談の対応  

○相談事案に係る調査   

○子どもの権利回復のための関係機関との調整 

【勤務形態】  

週６日を交代で毎日２名勤務 

対 応 

体 制 
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２ 相談･救済の流れ 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一緒に考える 
 

相 談 

 

お話しだけでは解決しないとき 

調査・調整 

 

 

相談者のお話を 

じっくり聞きます。 
相談者にとって

一番いい方法は 

何かを考えます。 

解決のために 

必要なときは 

関係者との 

話し合いや、 

調査の協力を 

依頼します。 

 

解 決 

 

 

 

 
相談者の不安が 

解消したり、 

「もう大丈夫」と 

思えるように 

サポートします。 

子ども自身では、権利侵害かどうかがわからない場合もありますので、つらいと思ったときや、 

困ったときなどに、気軽に相談してもらえるよう周知しています。 
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Ⅲ 活動状況について 

１ 相談の状況 

〇 令和５年度の相談について 

新型コロナウイルス感染症による日常生活への制限が緩和され、子どもたちが社会や人との

直接的な関わりを取り戻していく中、令和５年４月、こども基本法（令和４年法律第 77 号）が施

行されると同時に、こども家庭庁が発足し、「こどもまんなか社会」という理念とともに、子どもの

権利保障が大きく注目された一年でした。 

今年度の相談件数は全体で９５件、そのうち、新規の相談は６９件、継続の相談は２６件でした。

相談件数の総数としては昨年度より１０件減り、新規の相談件数も１４件減りましたが、継続の相

談件数は４件増加しました。また、面談になった件数は８件であり、昨年度より５件増加しました。 

相模原市内の子どもには、小中学校を通じ、定規型の周知カードや広報誌「さがみみレター」

を配布しており、それらが子どもの手元に届いたタイミングになると、相談の電話が増えます。今

年度も昨年度に引き続き、年間を通じて２回、「さがみみレター」を配布しました。そのような中で、

相談をしてくれた子どもから、「学校からお手紙をもらったよ」、「小学校のときに定規をもらいま

した。なやむときは（※さがみみの電話番号７８６－１０８の語呂合わせ）ですよね」という声も聞

かれ、徐々に、さがみみが浸透してきていると感じています。今年度に実施された「令和５年度第

２回ジュニア・市政モニターアンケート」（Ｐ25 掲載）でも、回答者２０９人のうち１３８人（６６.１％）

の子どもが、「さがみみ」を知っているとし、その内訳は、「知っているし、相談をしたことがある」

が６人（２.９％）、「知っているが、相談はしたことがない」が１３２人（６３.２％）でした。他方で、同

アンケートによれば、６４人（３０.６％）の子どもたちが、「さがみみ」を知らないと回答しており、よ

り一層の周知活動が必要であるとともに、相談への垣根がまだまだ高いと考えられますので、多

くの子どもたちが相談しやすい相談室となれるよう、一歩一歩取り組んでいきます。   

上記アンケートでも、子どもの権利についての最後の自由記述欄に様々な意見が寄せられま

した。 「相談できる場所をしっかり作るのが良いと思う。」「相談されたらちゃんとその人のことを

考えるべき」という意見、また、いじめや虐待については「おどされていたら誰にも話せない」こと

や、「大人が発見しづらい」「陰で起こる」状況があること、また、「誰にも言わないでと言われる」

状況で「匿名」でも真摯に寄り添って相談にのってもらいたいこと、同じく「言わないで」と言わ

れる状況で解決する場所がほしいこと、手紙やメール、インターネットを含めた子どもが相談しや

すい環境を希望する意見などがありました。さがみみの電話相談は、「匿名」で行うことができま

す。また、相談員は、子どもが話しづらい状況に置かれている可能性を常に考えながら、相談して

くれた子どもの気持ちに寄り添っていくことをとても大事にしています。それでもなお、相談には大

きな垣根があると思いますが、ぜひ、一度、さがみみに相談をしてほしいと思います。アクセス方

法については、とても大事な点であり、課題のひとつです。技術上や相談上の課題や秘密保持

の点も踏まえながら、引き続き、検討を続けていきたいと考えます。 
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〇 主訴（内容）別の相談について 

一番多かったのは「友人関係」に関する相談で、23 件でした。ただ、昨年度と比べると、半数

以下に減少しており、件数としては他の主訴（内容）に近づいています。 

続いて、「自分のこと」が１８件、「学校関係」が１６件 、「不登校」が 9 件、「家族関係」が８件、

「いじめ（その疑いがある場合を含む。）」が 6 件、「虐待（その疑いがある場合を含む。）」が２

件、「その他」として１３件の相談がありました。 

なお、相談者の主訴が「いじめ」や「虐待」でなくても、話を聞いているうちに潜在的に「いじめ」

や「虐待」の可能性が見えてくるケースもあるため、今年度の統計では、「いじめ」及び「虐待」

については、その疑いがある場合も含めることとしました。そのため、この点は、昨年度までとは、

統計の取り方が異なっています。 

また、統計上の分類としては、上記のとおりですが、子どもの相談は、複数の要因にまたがる場

合が多くあります。例えば、子どもは、主に「友人関係」について悩んでおり、そのことが一番大き

な相談ではあるものの、そのことをめぐって学校や家族との間でも問題や悩みが発生している場

合などです。このようなケースでも、現在の統計では、一番大きな悩みである「友人関係」に分類

されますので、上記の統計をみるときは、要因が複数にまたがっている可能性も考慮する必要が

あります。なお、このような実態が十分には見えてこない現在の統計の取り方については、見直し

の検討を行っています。 

   

〇 相談者別の相談について 

「本人」からの相談が 52 件、「保護者」からの相談が 22 件、「本人及び保護者」からの相談

が 21 件でした。 

令和２年度から昨年度まで「本人及び保護者」からの電話がゆるやかに増加していたところ、

今年度も 21 件の相談がありました。この場合、相談員は、子どもと保護者の双方から話を聞き

つつ、どちらとの話においても、子どもの気持ちが何よりも尊重されるよう、保護者にも子どもの

気持ちを尊重してもらえるよう心掛けています。 

子どもの気持ちが尊重されるよう心掛けることは、「保護者」からの相談でも同様です。さがみ

みでは、子どもが何を望み、何を不安に思い、どのような気持ちでいるのかが一番大事であり、

そのことを知りたい、聞きたいと思っています。そのため、「お子さんは、そのことについて、どう思っ

ていますか。どのような気持ちでいますか。」と保護者に問いかけ、子どもの気持ちを中心に解決

するにはどうしたらよいかを保護者と一緒に考えていくことを心掛けています。そして、できる限り、

子ども自身から、子どもの気持ちに沿った形で、直接話を聞けないか、模索します。保護者から

子どもに対し、「（子どもも）さがみみに相談できること」を伝えてもらったり、場合によっては、親

子で面談に来てもらう場合もあります。 

今年度は、面談が８件に増えていますが、そのうち、６件が 「本人及び保護者」との面談でし

た。面談では、表情や全体の様子を感じながら、じっくり気持ちを聴くことができます。さがみみで

は、電話のみならず、面談という方法も活用しながら、より一層、子どもの気持ちに寄り添った相
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談と支援ができるよう努力していきたいと考えています。 

 

 

 
 

※「いじめ」と「虐待」についてはその疑いがある場合を含みます 

 
 

0
2
4
6
8
10
12
14
16

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
新規 継続

0 5 10 15 20 25

いじめ
虐待

不登校
学校関係
友人関係
家族関係

自分のこと
その他

新規

継続

【月別内訳】              

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合計 

新規相談件数 4 8 7 10 1 14 10 4 5 3 0 3 69 

継続相談件数 1 3 5 5 0 1 1 3 1 3 0 3 26 

延べ件数 5 11 12 15 1 15 11 7 6 6 0 6 95 

【相談の内容（主訴別）】         

相談内容 いじめ 
(※) 

虐待 
(※) 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自分のこと その他 計 

新規相談件数 5 2 5 9 20 8 11 9 69 

継続相談件数 1 0 4 7 3 0 7 4 26 

延べ件数 6 2 9 16 23 8 18 13 95 

相談の受付状況 
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【相談者別】 ※保護者は、父、母、祖父母   

相談者 本人 保護者 本人及び保護者 その他 計 

新規相談件数 45 10 14 0 69 

継続相談件数 7 12 7 0 26 

延べ件数 52 22 21 0 95 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60

本人

保護者

本人及び
保護者

その他

新規
継続

0 10 20 30 40 50 60 70

幼児

小学生

中学生

高校生

その他

新規
継続

【相談対象者の年代】     

相談対象者 幼児 小学生 中学生 高校生 その他 計 

新規相談件数 0 54 9 3 3 69 

継続相談件数 0 8 5 13 0 26 

延べ件数 0 62 14 16 3 95 

【相談方法別】  

相談対象者 電話 面談 計 

新規相談件数 67 2 69 

継続相談件数 20 6 26 

延べ件数 87 8 95 
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【設立時点からの相談の推移】 

平成２７年度 新規相談件数 １２件 継続相談件数 ５件 ※11 月～3 月の５か月間の集計 

 

平成２８年度 新規相談件数 ８６件 継続相談件数 ８７件 

 

平成２９年度 新規相談件数 ６３件 継続相談件数 １６３件 

 

平成３０年度 新規相談件数 ９６件 継続相談件数 ９７件 

 

令和元年度  新規相談件数 ７５件 継続相談件数 ３６件 

 

令和２年度  新規相談件数 ６８件 継続相談件数 １６件 

 

令和３年度  新規相談件数 ６９件 継続相談件数 ４５件 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 1 0 4 7 3 0 0 2 17 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 10 1 0 26 34 13 54 35 173 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 9 1 9 34 54 14 40 65 226 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 7 3 2 24 65 13 42 37 193 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 6 1 3 25 22 10 7 37 111 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 6 5 4 11 16 9 21 12 84 

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自 分 の こ と その他 計 

延べ件数 8  1 6  18  29  17 17 18 114 
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令和４年度  新規相談件数 83 件 継続相談件数 22 件 

 

令和５年度  新規相談件数 69 件 継続相談件数 26 件 
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いじめ

虐待

不登校

学校関係

友人関係

家族関係

自分のこと

その他

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自分のこと その他 計 

延べ件数 1 1 6 15 47 9 16 10 105

【相談の内容】 

  いじめ 虐待 不登校 学校関係 友人関係 家族関係 自分のこと その他 計 

延べ件数 6 2 9 16 23 8 18 13 95

主訴別 

相談件数総数 
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※平成２７年度は集計の項目が異なるためグラフには反映していません。 
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 ２ 相談事例 

   ※プライバシー保護のため、実際の相談事例を基に変更・作成した相談事例です。 

相談者及び 
相談方法 概          要 

本人 

電話 

相
談 

 親から強く叱られてしまった。 

経
過 

子ども本人の話を傾聴し、驚き、悲しみなどの気持ちを受け止めた。 

話しているうちに落ち着いてきた様子が伝わってきたので、そこで、なぜ保護

者がいつもより強く怒ったのかを一緒に考えてみたところ、改めて思い出した点

があり、いつもと違う経過の中で心配している親の様子を想像することができ

た。強く叱られたのは嫌だったけれど心配してくれたからこそだと分かり、気持ち

が落ち着いた。 

本人 

電話 

相
談 

 友人が嫌な言動をする。 

経
過 

子ども本人の思いをじっくり傾聴し、その上で「どうしたいか」ということにつ

いて本人の希望を聞きながら、どのような対応がよいか一緒に考えた。 

本人及び保護者 

電話・面談 

相
談 

（本人） 

学校には行きたいが、様々な事情で、学校に行けない、行きにくい。 

（保護者） 

学校とどう関わったらよいか知りたい。子どもの気持ちを聞いてほしい。 

経
過 

子ども本人から状況や気持ちを傾聴し、学校に行きたいという子ども本人の

思いを尊重しながら、その希望する方向に向けて、子ども本人ができること、周り

にお願いできることなどを一緒に考えた。 

学校に行きたい気持ちが強いことが伝わり、保護者も子どもの決めた方法に

協力することになった。また、その子が希望する方向に向けて、学校とどう関わっ

ていくかについても一緒に考えた。 

本人及び保護者 

電話・面談 

相
談 

（保護者） 

登校に関する相談をしたい。 

経
過 

子ども本人との面談の中で、子ども本人と保護者の思いにズレがあることが

分かり、子ども本人の了解を得た上で、子どもの思いを保護者に伝えることが

できた。子どもの思いを尊重していくこととなり、面談終了。保護者からは、今回、

あらためて我が子の気持ちを知ることができて良かったとの話があった。 
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３ 広報・啓発 

 

○ 子どもの権利相談室リーフレット 

 

○ 子どもの権利条例学習用パンフレット(学校学習に活用) 

（小学生用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中学生用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印刷物 
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○ 子どもの権利条例 周知用リーフレットへの掲載 

※令和３年度から青少年健全育成啓発リーフレットと統合し、掲載 

   

 

 

 

〇 周知用カード（定規型）の配布               〇 掲示用ポスター 
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○ 広報誌「さがみみレター」の発行  

 （小学生用） 

        №１ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        №２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （中学生・高校生用） 
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      （中高生用） 

№１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        №２ 
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○相模原市子どもの権利条例 

平成27年3月23日 

条例第19号 

目次 

前文 

第１章 総則(第１条・第２条) 

第２章 子どもの権利(第３条－第７条) 

第３章 子どもの権利の保障(第８条－第１２条) 

第４章 子どもの意見表明及び参加(第１３条・第１４

条) 

第５章 子育て家庭への支援(第１５条・第１６条) 

第６章 子どもの権利の侵害に関する相談及び救済(第

１７条－第３０条) 

第７章 子どもに関する施策の推進(第３１条・第３２

条) 

第８章 雑則(第３３条) 

附則 

 

私たちは、さがみはらの子どもたちが笑顔で暮らせる

まちづくりを進めます。 
私たちのまちさがみはらは、生命の源である貴重な水資

源や雄大で美しい山なみなどの豊かな自然環境に恵まれ、

歴史や文化が培われ、産業が発達した魅力あふれる都市

として発展を続けています。 
さがみはらが子どもたちにとって、生き生きと健やか

に成長していくことができるまちであること、心安らぐ

ふるさとになることを私たちは願っています。 
子どもたちが生き生きと健やかに成長していくため

には、子どもを権利の主体として尊重し、本来持ってい

る権利を保障することが大切です。 
日本には、基本的人権を尊重する日本国憲法がありま

す。さらに、日本は、子どもの権利について、児童の権

利に関する条約を結び、誰もが生まれながらに持ってい

る権利を大切にすることを約束しています。 
このような中で、子どもたちは、自分の意見を表明す

ることや様々な活動に参加することなどができます。こ

うした経験を通して、子どもたちは、生まれながらに持

っている子どもの権利を正しく理解するとともに、自分

自身を大事にして、他の人とも尊重し合いながら成長し

ていくことが大切です。 
大人たちには、子どもを権利の主体として尊重し、子

どもの声や願いを受け止め、気持ちに寄り添い、子ども

にとって最善の利益とは何かを考えながら、子どもの年

齢や発達に応じた支援をする責任があります。 
そして、子どもの最善の利益を実現するためには、子

どもだけでなく、子育てに携わる人たちへの支援も不可

欠であり、そのためには、子育て支援を含む子どもに関

する幅広い施策を積極的に推進していく必要があります。 
私たちは、これからのさがみはらを築いていく子ども

たちを地域社会全体で見守り、希望ある未来に向けて、

子どもたちが成長することができるまちの実現を目指す

とともに、子どもの権利を保障することを目的として、

日本国憲法や児童の権利に関する条約の理念を踏まえ、

この条例を制定します。 
第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、子どもが生き生きと、自分らしく

成長し、発達していくため、子どもが自らの大切な権

利を理解できるよう支援するとともに、子どもの健や

かな成長を地域社会が支援する仕組みを定めること

により、子どもの権利を保障することを目的とします。 

(定義) 

第２条 この条例において「子ども」とは、１８歳未満

の者その他これと等しく子どもの権利を認めること

が適当である者をいいます。 

２ この条例において「保護者」とは、子どもの親又は

親に代わり子どもを育てる者をいいます。 

３ この条例において「子どもに関わる施設」とは、市

内の学校、児童福祉施設その他子どもが育ち、学び、

又は活動するために利用する施設をいいます。 

４ この条例において「施設関係者」とは、子どもに関

わる施設の関係者をいいます。 

５ この条例において「地域住民等」とは、地域の住民、

市内に通勤し、若しくは通学している者又は市内で活

動している団体若しくは個人をいいます。 

第２章 子どもの権利 

(子どもの権利の保障と尊重) 

第３条 この章に定める子どもの権利は、子どもの最善

の利益を実現するため、子どもが生まれながらに持っ

ているものとして保障されなければなりません。 

２ 子どもは、一人一人が権利の主体として尊重され、

年齢及び発達に応じて支援されなければなりません。 

３ 子どもは、年齢及び発達に応じて、様々な世代の人々

と触れ合うことにより、自立した社会の一員であるこ

とを自覚し、自分の権利が尊重されることと同様に、

他者の権利を認め、これを尊重するよう努めるものと

します。 

(安心して生きる権利)  

第４条 子どもは、安心して健やかに生きるために、次

に掲げることを権利として保障されなければなりま

せん。 

（１）命が守られ、かけがえのない存在として、大切に

されること。 

（２）愛情及び理解をもって育まれること。 

（３）適切な医療が必要に応じて提供されること。 

（４）いかなる理由によっても差別をされないこと。 

（５）安全な環境において生活ができること。 

(心身ともに豊かに育つ権利) 

第５条 子どもは、心身ともに豊かに育つために、次に

掲げることを権利として保障されなければなりません。 

（１）自分らしさが認められ、個人として尊重されるこ

と。 

（２）年齢及び発達に応じ、安心できる場所で学び、遊

び、及び休息すること。 

（３）自然、歴史等に親しみ、又は文化、芸術等の活動

をすることにより、人間性を養うとともに、創造力を

育むこと。 

(自分を守り、守られる権利)  

第６条 子どもは、自分を守り、又は自分が守られるた

め、次に掲げることを権利として保障されなければな

りません。 

（１）いじめ、体罰、虐待等を受けないこと。  

（２）犯罪、危険その他有害な環境から守られること。  

（３）自分の考えが尊重され、不当な扱いを受けないこ

と。 

（４）プライバシーが守られ、名誉及び信用が傷つけら

れないこと。 

（５）困ったときに気軽に相談し、適切な支援を受けら

れること。 

(地域及び社会に参加する権利) 

第７条 子どもは、年齢及び発達に応じ、自ら地域及び

社会に参加するため、次に掲げることを権利として保

障されなければなりません。 

（１）自分の意見を表明すること。 
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（２）表明した自分の意見が尊重されること。 

（３）意見を表明するために必要な情報の提供等の支援

を受けられること。 

（４）仲間を作り、仲間と集い、又は仲間と活動するこ

と。 

第３章 子どもの権利の保障 

(市の責務) 

第８条 市は、子どもの権利を尊重し、及び保障するた

めに、子どもに関する施策を実施しなければなりませ

ん。  

２ 市は、子ども、保護者、施設関係者及び地域住民等

がそれぞれの立場で子どもの最善の利益を実現するこ

とができるよう、必要な支援を行わなければなりませ

ん。 

３ 市は、子どもの権利に関して、子ども、保護者、施

設関係者及び地域住民等の理解を深めるために、普及

及び啓発に努めなければなりません。 

(保護者の責務) 

第９条 保護者は、子どもの健やかな育ちに関する第一

義的な責任者であることを認識し、子どもの年齢及び

発達に応じた養育に努めなければなりません。 

２ 保護者は、子どもに対し、いかなる理由によっても

体罰及び虐待を行ってはなりません。 

３ 保護者は、子どもが自らの権利を正しく理解し、他

者の権利を尊重できるよう支援するものとします。 

４ 保護者は、市が実施する子どもに関する施策に積極

的に関わるよう努めるものとします。 

(施設関係者の責務) 

第１０条 施設関係者は、子どもが主体的に学び、育つ

ことができるよう、子どもの年齢及び発達に応じた必

要な支援を行うよう努めなければなりません。 

２ 施設関係者は、子どもに対し、いかなる理由によっ

ても体罰及び虐待を行ってはなりません。 

３ 施設関係者は、子どもに対するいじめ、体罰及び虐

待を未然に防止するとともに、これらの解決を図るた

め、関係機関等と連携するものとします。 

４ 施設関係者は、子どもが自らの権利を正しく理解し、

他者の権利を尊重できるよう必要な支援に努めるもの

とします。 

５ 施設関係者は、市が実施する子どもに関する施策に

協力するよう努めるものとします。 

(地域住民等の責務) 

第１１条 地域住民等は、子どもの豊かな人間性が人、

自然、社会及び文化との関わりの中で育まれることを

認識し、子どもの健やかな育ちを支援するよう努める

ものとします。 

２ 地域住民等は、安全で安心して過ごすことができる

地域づくりにより、犯罪、いじめ及び虐待から子ども

を守るよう努めるものとします。 

３ 地域住民等は、子どもが地域社会の一員として、地

域の活動に参加できる機会の確保に努めるものとしま

す。 

４ 地域住民等は、市が実施する子どもに関する施策に

協力するよう努めるものとします。 

(子どもの居場所の確保) 

第１２条 市及び地域住民等は、子どもが年齢及び発達

に応じて、安心して自分らしく過ごすことができる居

場所の確保に努めるものとします。 

第４章 子どもの意見表明及び参加 

(子どもの意見表明及び参加の機会の確保) 

第１３条 市並びに子どもに関わる施設の設置者及び管

理者は、それぞれが実施する子どもに関する施策及び

取組について、子どもが参加し、又は意見を表明する

機会を確保するよう努めるものとします。 

２ 市は、子どもが自然、歴史等に親しみ、又は文化、

芸術等の様々な活動に参加する機会を確保するよう努

めるものとします。 

(子どもへの情報発信等)  

第１４条 市並びに子どもに関わる施設の設置者及び管

理者は、それぞれが実施する子どもに関する施策及び

取組について、子どもが理解を深め、自分の意見を形

成することができるよう、子どもに分かりやすい情報

発信等に努めるものとします。 

第５章 子育て家庭への支援 

(子育て家庭への支援) 

第１５条 市は、子どもが安心して生活することができ

るよう、子育て家庭への支援を行うものとします。 

２ 市は、子育て家庭への支援体制の充実を図るため、

施設関係者及び地域住民等と連携し、及び協働するよ

う努めるものとします。 

(配慮を必要とする子育て家庭への支援) 

第１６条 市は、子育てに関して特に配慮を必要とする

家庭の把握に努め、相談に応ずるとともに、その状況

に応じた支援を行うものとします。 

第６章 子どもの権利の侵害に関する相談及び救済 

(子どもの権利救済委員の設置) 

第１７条 市は、子どもの権利の侵害に関する相談に応

ずるための相談窓口を設けるとともに、子どもの権利

の侵害から子どもを救済するため、相模原市子どもの

権利救済委員(以下「救済委員」といいます。)を置き

ます。 

２ 救済委員は、人格が高潔で、子どもの権利に関し優

れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱します。 

３ 救済委員の定数は、３人以内とします。 

４ 救済委員の任期は、２年とします。ただし、補欠の

救済委員の任期は、前任者の残任期間とします。 

５ 救済委員は、再任されることができます。 

(解嘱) 

第１８条 市長は、救済委員が心身の故障のため職務を

遂行することができないと認めるとき、又は職務上の

義務違反その他救済委員たるにふさわしくない非行が

あると認めるときは、これを解嘱することができます。 

(兼職の禁止) 

第１９条 救済委員は、衆議院議員若しくは参議院議員、

地方公共団体の議会の議員若しくは長又は政党その他

の政治団体の役員と兼ねることができません。 

２ 救済委員は、市に対し請負をする者その他これに準

ずる団体の役員又は救済委員の職務の遂行について利

害関係を有する職業等と兼ねることができません。 

(救済委員の職務) 

第２０条 救済委員の職務は、次のとおりとします。 

（１）子どもの権利の侵害に関する相談に応じ、必要な

助言及び支援を行うこと。 

（２）子どもの権利の侵害に関する救済の申出又は自己

の発意に基づき、調査、調整、是正の措置を講ずる

旨の要請(以下「是正の要請」といいます。)及び勧

告(以下「是正の勧告」といいます。)を行うこと。 

（３）是正の要請又は是正の勧告を行ったときの改善の

措置の状況について報告を求めること。 

（４）是正の要請又は是正の勧告の内容を公表すること。 

(救済委員の責務等) 

第２１条 救済委員は、子どもの権利の擁護者として、

公正かつ適正に職務を遂行するとともに、関係機関等

と相互に協力及び連携を図るものとします。 



 

23 
 

２ 救済委員は、その地位を政党又は政治的目的のため

に利用してはなりません。 

３ 救済委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなり

ません。その職を退いた後も同様とします。 

(相談及び救済の申出) 

第２２条 何人も、次に掲げる子どもの権利の侵害に関

する事項について、救済委員に対し、相談及び救済の

申出を行うことができます。 

（１）市内に住所を有する子どもに関するもの 

（２）市内に通勤し、又は子どもに関わる施設に通学し、

通所し、若しくは入所する子ども(前号に規定する子

どもを除きます。)に関するもの(相談及び救済の申

出の原因となった事実が市内で生じたものに限りま

す。)  

２ 救済の申出は、書面又は口頭で行うことができます。 

(調査及び調整) 

第２３条 救済委員は、救済の申出があった事案又は自

己の発意に基づき取り上げた事案について、必要に応

じて、その内容について調査を行うことができます。 

２ 救済委員は、救済の申出が救済に関わる子ども又は

その保護者以外の者から行われた場合において調査を

行うとき、又は自己の発意に基づき取り上げた事案に

ついて調査を行うときは、当該子ども又は保護者の同

意を得なければなりません。ただし、当該子どもが置

かれている状況を考慮し、救済委員が当該同意を得る

必要がないと認めるときは、この限りではありません。 

３ 救済委員は、調査のため必要があると認めるときは、

関係する市の機関に対し、関係資料の提出及び説明を

求め、又は実地調査をすることができます。 

４ 救済委員は、調査のため必要があると認めるときは、

子どもの権利の侵害に関する救済を図るため必要な限

度において、市の機関以外のものに対し、関係資料の

提出、説明その他の必要な協力を求めることができま

す。 

５ 救済委員は、調査の結果、必要があると認めるとき

は、子どもの権利の侵害の是正のための調整を行うこ

とができます。 

(調査の対象外) 

第２４条 救済委員は、特別の事情があると認めるとき

を除き、救済の申出が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、調査を行わないものとします。 

（１）判決、裁決等により確定した権利関係に関する事

案又は判決、裁決等を求め現に係争中の事案に関す

るものであるとき。 

（２）議会に請願又は陳情を行っている事案に関するも

のであるとき。 

（３）救済の申出の原因となった事実のあった日から３

年を経過しているとき。 

（４）前条第２項の同意が得られないとき(同項ただし書

に該当するときを除きます。)。 

（５）前各号に掲げるもののほか、調査することが明ら

かに適当ではないと認められるとき。 

(市の機関に対する是正の要請等) 

第２５条 救済委員は、調査又は調整の結果、子どもの

権利の侵害又はそのおそれがあると認めるときは、関

係する市の機関に対し、是正の要請又は是正の勧告を

行うことができます。 

(市の機関以外のものに対する是正の要請) 

第２６条 救済委員は、調査又は調整の結果、子どもの

権利の侵害又はそのおそれがあると認めるときは、関

係する市の機関以外のものに対し、是正の要請を行う

ことができます。 

(報告及び公表) 

第２７条 救済委員は、関係する市の機関に対し、是正

の要請又は是正の勧告を行ったときは、改善の措置の

状況について報告を求めるものとします。 

２ 救済委員は、関係する市の機関に対し、是正の要請

若しくは是正の勧告を行ったとき、又は前項の規定に

よる報告があったときは、その内容を公表することが

できます。 

３ 救済委員は、前項の規定による公表をするに当たっ

ては、個人情報の保護について十分な配慮をしなけれ

ばなりません。 

(活動状況の報告) 

第２８条 救済委員は、毎年、自らの活動状況について、

市長に報告するとともに、これを公表するものとしま

す。  

(救済委員への協力) 

第２９条 市の機関は、救済委員の職務の遂行について

協力するものとします。 

２ 保護者、施設関係者及び地域住民等は、救済委員の

職務の遂行について協力するよう努めるものとします。 

(子どもの権利相談員) 

第３０条 救済委員の職務の遂行を補佐するため、相模

原市子どもの権利相談員(以下「相談員」といいます。)

を置きます。 

２ 相談員は、子どもの権利に関し優れた識見を有する

者のうちから、市長が委嘱します。 

３ 第１９条及び第２１条の規定は、相談員について準

用します。 

第７章 子どもに関する施策の推進 

(子どもに関する施策の推進) 

第３１条 市は、子どもの権利の保障に資するよう、次

に掲げる事項に配慮し、子どもに関する施策を推進す

るものとします。 

（１）子どもの最善の利益に基づくものであること。 

（２）教育、福祉、医療等との連携及び調整が図られた

総合的かつ計画的なものであること。 

（３）保護者、施設関係者及び地域住民等との連携を通

して子ども一人一人を支援するものであること。 

(子どもの権利の日) 

第３２条 市は、子どもの権利について、子ども、保護

者、施設関係者及び地域住民等の理解及び関心を高め

るため、さがみはら子どもの権利の日を設けます。 

２ さがみはら子どもの権利の日は、１１月２０日とし

ます。 

第８章 雑則 

(委任) 

第３３条 この条例の施行について必要な事項は、規則

で定めます。 

附 則 

 (施行期日) 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行します。

ただし、第６章の規定及び次項の規定は、公布の日か

ら起算して１年を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行します。 

 (相模原市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関

する条例の一部改正) 

２ 相模原市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関

する条例(昭和３１年相模原市条例第３１号)の一部を

次のように改正します。 

（次のよう略） 

 

 



 

24 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇子どもの権利救済委員 名簿 

（令和５年４月 1 日～令和５年９月３０日） 

職 名 氏 名 役職等 

子どもの権利 

救済委員 

中安 恆太 和泉短期大学 准教授 

中山 志歩 神奈川県弁護士会 弁護士 

内海 光弥 神奈川県弁護士会 弁護士 

 

（令和５年１０月 1 日～令和６年３月３１日） 

職 名 氏 名 役職等 

子どもの権利 

救済委員 

中安 恆太 和泉短期大学 准教授 

泉 路代 神奈川県弁護士会 弁護士 

安部 朋子 神奈川県弁護士会 弁護士 

 

 

 

〇子どもの権利相談員 名簿 

（令和５年４月 1 日～令和６年 3 月３１日） 
   

職 名 氏 名 

子どもの権利 

相談員 

 

青木 妙 

岡本 昭三 

田中 友枝 

若本 英子 

 

 

 

 















































 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

令和５年度さがみはら子どもの権利相談室活動状況報告書 

令和６年８月発行 

 
 

 

 さがみはら 

子どもの権利相談室 

（さがみみ） 

（青少年学習センター内） 

ＪＲ横浜線矢部駅から徒歩３分 

 

編集・発行 さがみはら子どもの権利相談室（さがみみ） 

〒２５２－０２０７ 相模原市中央区矢部新町３－１５ 

          相模原市立青少年学習センター内 

相談専用電話 子ども専用 ０１２０－７８６
な や む

－１０８
と き は

 

    大人の方用 ０４２－７８６－１８９４ 

      相 談 時 間 月～金曜日 午後 1時から午後 8 時まで 

土曜日   午前 10 時から午後 5 時まで 

※祝・休日、年末年始及び青少年学習センターの 

休所日を除きます。 

 
   事務局 相模原市こども・若者未来局こども・若者支援課青少年学習センター 

       電話  ０４２－７５１－００９１ 

       ＦＡＸ ０４２－７５１－００９２ 

 

 

 

 

相模野病院 

 

矢部駅 

麻布大学 

 

上矢部公園 

 

 

橋本 町田 


